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図 1 「痛(み)」と「(排)便」を含む「薬」に関する 

看護記録の対応分析結果 

3.看護師が生成する薬剤関連情報の課題とそ
の解決方法 
 しかしながら、看護師が生成する薬剤関連情報を病院情報

システムで扱うには、課題が山積しているのが現状である。

 まず、経過記録の多くはテキスト情報であるから、構造的に

処理できないという課題がある。仮に、厚生労働省標準規格

として認められた「看護実践用語標準マスター」を用いて服用

とその原因や目的を紐づけるのであれば、今までの叙述形態

を大幅に変えていくことが必要になる(図 2)。
従前の記述：

「ＫT38.6℃ 発熱に対しカロナール 1 錠内服する。」

↓

構造化した記述例：

【行為】

看護行為／高体温の改善, 薬剤(12000152)
使用薬剤／カロナール錠 500(1141007F3023) 1 錠

【原因・目的】

看護観察／体温(31001368)
結果／38.6

図 2 構造化した看護記録の記述例 

 看護行為の多くは、原因ないし目的となる患者状態があり、

その対応として実施されるものだ。よって看護記録についても、

単に行為を定型的に記述しても意味をなさない。現在の叙述

した文章と同じように表現するためには原因や目的とこれに

対する行為を紐づけて表現することで、はじめて理解可能な

表現になる。もっとも、このような表現体系を実現するために

は、ユーザインタフェースを大幅に見直す必要が生じるので、

今すぐに実現できることではない。

それでも、薬効分類ごとに想定される看護行為や観察項目

を紐づけておくことは現時点で可能だ。たとえば麻薬・毒薬・

劇薬等など一部の薬剤に絞り込んで処方・注射オーダと看護

行為を関連付けたマスタを作成しておくことで（上記の例でい

えば、カロナールの効能は解熱や鎮痛なので、これらを表現

する看護観察と紐づけることができる）、その薬剤の有効性や

安全性に関する観察を円滑に行うことが容易になる。

特に、症状緩和を目的とした薬剤と、同緩和を目的とした

看護行為との間には紐づけを行いやすい(表 2)。薬剤以外の

手段も含めて「症状緩和」という目的が明確であるため、その

有効性を判断する看護観察行為が、自ずと特定されるためで

ある。

表 2 症状緩和を目的に薬剤使用を伴う看護行為マスタ 
管理番号 第２階層

グループ名称

第３階層

行為名称

第４階層

修飾語

12000148

B008
苦痛の予

防・軽減ケ

ア

C064 疼痛緩和 D048 薬剤

12000150 C065 掻痒緩和 D048 薬剤

12000152 C066 高体温の

改善
D048 薬剤

 現時点での叙述的な看護記録は、薬剤の名称についても

揺れが大きく、医師・薬剤師・看護師間の情報伝達に支障を

来す可能性も否定できない 2)。そのような中で、看護師にとっ

ても安全な与薬を行いやすくなり、薬剤師にとっても有効性

や安全性を検証しやすい情報伝達を実現するためには、コ

ードでの表現体系がほぼ確立している薬剤の名称・容量・用

法等を軸に、その与薬の目的の看護行為と、これを必要とし

た原因をマッピングしていくことにあると筆者は考える(図 3)。

図 3 処方・注射オーダと看護記録とのマッピング 

4.おわりに 
 本稿では、薬剤師から看護師への薬剤情報を提供し、看護

師がそれを活用して与薬を行い、また薬剤師にフィードバック

する臨床的意義と、これを担う情報システムのデータ構造上

の課題解決について述べてきた。

 看護師はすでに看護記録の入力に膨大な時間を費やして

おり、よって有効性・安全性に関する情報を共有するために

新たな入力負荷を増やすことは現実的とはいえない。よって

既存の記録体系をより構造化することでこの目的を実現する

ことが、

 これらの議論は現時点では病院の業務フローを前提とした

ものだが、地域包括ケアが推進される中では、たとえば調剤

薬局と訪問看護ステーションとの連携においても同様の情報

共有を図ることは可能である。むしろ在宅への転用が可能な

枠組みだからこそ、マッピング等の議論を進める意義があると

もいえるだろう。

この報告は、科研費・基盤研究(C)課題番号 16K12222 によ

る成果の一部である。
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The activities for the utilization of ICT system ‘h-Anshin mukonet’ in 
Amagasaki Dental Association 

-For the realization of the efficient oral cancer screening  
 

 Kiyoshi Shigeoka*1 , Tetsuichi Matsuda*1 , Masayuki Sugahara*1 ,Nozomu Nishimura*1 

Akihito Matsuno*1,Katsuya Abe*1 ,Ryota Seki*1 

  
*1 (General Incorporated Association ) Amagasaki Dental Association 

 
In the dental care, it is essential to share the information about patients by ICT system. In the Hanshin area, ‘h-Anshin 

mukonet’ was established and Amagasaki Dental Association promotes the activities for the spread of its validity.  When 
the general practitioners (GPs) try to conduct the screening of oral cancer, it is needed to cooperate with oral and 

maxillofacial surgeons for the diagnostic support. Tokyo dental college hospital produced the ‘NAVI system’ of oral 
cancer screening. Now, this system is used successfully as the oral surgeon cooperative diagnosis system for GPs. In 

future, it is expected that the same systems is applied to cooperate with another foundation or university hospital for GPs. 
Here, I want to discuss about the significance of this system on dental care including oral cancer screening. 

 
Keywords: ICT system, h-Anshin mukonet, oral cancer screening 
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日本歯科医師会の個人情報保護に関する考え方 

日本歯科医師会歯科医療 IT 化検討委員会 委員長 神田 貢*1 

 

The approaches to protect personal data by Japan Dental Association 
Mitsugu Kanda*1   

*1 Chairman of Japan Dental Association Committee of IT Introduction in Dental Care 

 The Japan Dental Association (JDA) Committee of IT Introduction in Dental Care has examined how to promote 

medical information sharing to improve the quality of medical and nursing care, while paying ample attention to protect 

its sensitive personal information. We have also discussed utilization about the Healthcare Public Key Infrastructure 

(HPKI) to verify dentists’ national qualification. 

 

Keywords: JDA, Personal information, HPKI 

 
 我が国における医療情報の保護と活用に向けた様々

な取り組みにおいて、日本歯科医師会がこれまで関与し

てきた内容等を紹介し、今後の課題について提示した

い。 
 厚労省社会保障分野サブワーキンググループ及び医療機関

等における個人情報保護のあり方に関する検討会の合同開催

により、平成 24 年 9 月に「医療等分野における情報の利活用

と保護のための環境整備のあり方に関する報告書」が取り纏め

られた。この中で、「特に医療等 ID（仮称）と医療等中継 DB
（仮称）は、関係者と調整しつつ、詳細な仕組みや利用場面を、

具体的なわかりやすい形で提示し、その必要性を含め検討す

る必要がある。」とされたところである。 
 一方で、社会保障・税番号制度の整備として、平成 25 年 5
月に、行政手続における特定の個人を識別するための番号の

利用等に関する法律（平成 25 年法律第 27 号）が成立した。

平成 27 年 10 月から国民一人ひとりにマイナンバーが通知され、

平成 28 年 1 月からマイナンバーの利用が順次開始されている。

こうした状況を踏まえ、社会保障・税番号制度の具体的な制度

設計等を踏まえつつ、医療等分野における番号の必要性や具

体的な利用場面等について検討を行うことを目的に、政策統

括官（社会保障担当）による研究会として「医療等分野におけ

る番号制度の活用等に関する研究会」が設置され、また医療

現場を担う三師会を中心とした三師会声明と中間とりまとめを

具現化し、現場から制度やシステムを検討・提言・実現するた

め、日本医師会内に「医療分野等 ID 導入に関する検討委員

会」も設置された。これらには歴代の日歯担当常務理事も参画

し議論を行ってきたところである。なお、医療に係る個人情報

の保護については、平成 15 年 5 月の個人情報保護法制定

時に、「高いレベルの個人情報の保護が求められている分野

について、個別法を早急に検討すること」とした衆参両院によ

る付帯決議がなされたが、その後 10 年以上が経過するも、

医療分野における個人情報保護の個別法は策定されていな

い。そのような中、日本歯科医師会は日本医師会・日本薬剤

師会とともに、医療等分野においてマイナンバーを利用すべき

でないと強く主張するとともに、国民の医療、尊厳を守る立場

から、医療等分野で必要とされる番号に関連した法制度、その

他関係制度のあり方等に関する三師会意見統一を行い「医療

等 ID に係る法制度整備等に関する三師会声明」を発表し、

反対の姿勢を示した。結果的に、「中間まとめ」（平成 26 年 12
月）においてその主張が盛り込まれ「医療現場ではマイナンバ

ーは用いない」との結論に至った。なお、本まとめにおいて「医

療等分野においての連携、また、医学・医療における研究等

にはマイナンバーとは別の番号（符号）を用いることが望まし

い」、「医療等分野における番号（符号）は必ずしも悉皆性や唯

一無二性を担保する必要はないが、その利用する分野におい

てはその個人と一意性を持つことは必要である」とされ、今後の

検討課題とされた。その後、中間まとめまでの検討の成果に加

えて、今後の法整備の状況等を踏まえ、医療等分野の情報連

携に用いる「識別子（ID）」の具体的な制度設計等について整

理し、平成 27 年 12 月に「報告書」がまとめられた。平成 28 年

度においては、同報告書の内容を踏まえ、厚労省において複

数の関係調査事業が行われたところであり（議事非公開）、平

成 29 年度以降も関係省庁（総務省等）とも連携したより具体的

な検討が予定されている。 
また政府は「日本再興戦略改定 2016」において医療保険の

オンライン資格確認および医療等 ID（保健医療分野の情報連

携に用いる識別子）制度を 2018 年度から段階的に運用開始

することなどを閣議決定している。 
 日本歯科医師会歯科医療 IT 化検討委員会では機微性の高

い個人情報である医療情報を保護し目的外使用が行われな

いよう留意しつつ、医療データを安全に共有することで高度な

医療・介護を目指すことも重要であるとした答申を行ったところ

である。また、個人番号カードの普及促進もにらんだ医療保険

のオンライン資格確認が平成３０年度から段階的に導入される

ことに備える必要性についても言及した。歯科診療所の電子レ

セプト普及率（支払基金調べ）は平成 29 年 3 月診療分での件

数ベースでは 96.0％、医療機関数ベースでは 87.3％が対応し

ているものの、オンライン請求に限っては医療機関数ベースで

14.7％に留まっている。（光ディスク等電子媒体によるものは

72.6％だった。）こうした現状のままオンライン資格確認制度が

開始されても対応できる歯科医院は少ないのが現状である。

併せて地域医療連携用 ID（仮称）によってどのような体系で連

携が実践されていくのかについても今後の注視が必要である。 
 また、地域医療連携（地域包括ケアシステム等）における公

的個人認証（HPKI カード）の在り方についても検討した（図１）。  
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図 1 日本歯科医師会における HPKI の成り立ち 
 
 HPKI（Healthcare Public Key Infrastructure）とは、保健医療

福祉分野公開鍵基盤の略語であり、保健医療福祉分野にお

ける法的資格をネットワーク上で証明することが可能な電子署

名の公開鍵基盤である（図２）。 

 
図２ 医師資格証（出典：日本医師会電子認証センターHP） 

 
 国家資格を有する歯科医師も当然 HPKI の発行対象となる

為、日本歯科医師会が認証局を立ち上げ、厚労省の認証局と

の相互接続によって正式な認証機関としての運用を目指すべ

きとの意見を答申したところである。 
 現時点における地域医療連携のシーンにおいて、HPKI は

必需である段階にまでは至っていないのが実情ではあるもの

の、国家資格を法的に証明できる資格証によって正式に認証

された医療者とそうでない医療者が混在している状態は望まし

いとは言えない（図３）。 また災害時における避難所等におけ

る資格証明書としても役立つことや日本歯科医師会の会員証

としてワンカード化を目指すなどの意義もある。ただし日本歯

科医師会認証局を設置できたとして、発行局は日本医師会に

委託する費用面での問題や、個々の歯科医師の認証につい

ては各都道府県歯科医師会や群市区歯科医師会の協力が不

可避であるなど、解決すべき問題は山積している。費用対効果

も含めて慎重な検討は必要であろう。 
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て如何にして効率よく多職種の連携を図るか、あるいは如何に

して個人が自己の医療記録を閲覧できる仕組みを構築するの

か、あるいは巨大な医療情報を基に統計解析を行い、医学の

進歩や国民の健康向上に寄与するにはどうすればよいか。国

や三師会を中心とする議論はまだ始まったばかりである。日本

歯科医師会としての立場をどのような方向性で確固たるものに

し、どのように社会貢献すべきなのか今後も鋭意検討していき
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図 1 日本歯科医師会における HPKI の成り立ち 
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名の公開鍵基盤である（図２）。 

 
図２ 医師資格証（出典：日本医師会電子認証センターHP） 
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Medical Information Sharing between Dental Treatment Facilities 
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 The government in recent years has been actively examining policies to promote the adoption of information and 
communications technology (ICT) in the medical field, such as for medical information sharing, and has been 
carrying out experimental projects in order to bring such adoption about. 

Medical information sharing between dental facilities for the purpose of providing seamless treatment requires an 
environment where patient information can be handled safely and securely; because, from the perspective of 
efficiency, the application of ICT to medical data is set to progress ever further. 

With the government’s promoting of the adoption of ICT by dental treatment facilities, the handling of medical 
data security becomes an issue requiring close attention and careful thought by the Japan Dental Association. 
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■総論 

日本における IT 化戦略は、2000 年 11 月の「高度情報通

信ネットワーク社会形成基本法（所謂、IT 基本法)」の成立に

より、IT（ICT）の推進を国の重要政策と位置付ける法的根拠

が確立した。2001 年 1 月には、内閣に設置された「高度情報

通信ネットワーク社会推進戦略本部（所謂、IT 戦略本部)」に

より「e-Japan 戦略」が取りまとめられ、ICT化政策が本格化す

ることになった。 

医療分野の ICT 化については 2001 年 6 月の経済財政諮

問会議における、いわゆる「骨太方針」で「医療サービスの IT 

化（電子カルテ､電子レセプト）の推進」が初めて謳われ、

2001年11月のIT戦略本部「e-Japan重点計画、e-Japan2002 

プログラムの加速・前倒し」では「電子カルテ、レセプトの電算

化等のための具体的な普及目標、期限、普及方策」が明示さ

れた。また国は、医療の ICT 化は 21 世紀の医療提供の姿を

考える際に不可欠な要素であり、実現すべき具体的な政策

課題であるとして、2001 年 12 月に発表された「保健医療分野

の情報化にむけてのグランドデザイン最終提言｣の中で、①

標準化・透明化された医療情報の国民への提供②医療の安

全性の向上③医療情報の共有による地域医療資源利用の

適正化、効率化などを挙げている。 

なお、国の ICT 化政策の一項目であるマイナンバー制度

の実施が検討される中、2014 年 11 月 19 日には機微性の高

い医療情報を扱う番号には、他の分野とリンクしない医療等

分野専用の番号（医療等 ID）が必要だとする三師会声明が

出された。それを受ける形で翌年6月30日に閣議決定された

「日本再興戦略改訂 2015」の中に、医療等分野における番

号制度（医療等 ID）の導入が盛り込まれた。国は成長戦略の

一つとして、ICT 技術を利用した IT 立国を目指しており、その

最重要項目が医療等分野の ICT 化とされる。これは社会保

障制度改革に大きく関わり、ICT 基盤としての番号制度は大

きな意味を持つことになる。 

国の目指す医療等分野の ICT 化政策については、マイナ

ンバー制度の実施を皮切りに、数年間の内に急速に進むこと

も予想される。国民にとって個人の医療情報が ICT 化された

際に安心・安全に利用できるシステムの構築が必要であり、

そのためには万全なセキュリティ環境の確保等、十分な対策

が求められる。また、今後、医療情報連携ネットワークの構築

が活発化することも見据え、地域の歯科診療所が必要に応じ

スムーズに連携できるよう、歯科の情報連携基盤整備の推進

に係る検討が重要である。 

歯科医療機関におけるシームレスな医療を提供するため

の医療情報連携において、安心・安全な環境下での患者情

報のやり取りは必須でありかつ効率化の観点より、これまで以

上に医療情報の ICT 化が進むと考えられる。歯科医療機関

の ICT 化の推進については、医療等情報の保護に配慮しな

がら国の医療等分野の ICT 化の動向を注視しつつ、医療関

係団体と連携の上慎重に対応しているところである。 

平成 29 年度に入り、総務省「医療等分野における高精細

映像等データ共有基盤の在り方」に関する実証事業が国内 5

地区で行われる予定である。計画段階で歯科医療機関が関

わる地域も設定されているが、歯科診療情報の標準化・レセ

プトオンライン請求基盤の利活用が出来ることなどが所用条

件と考えられる。これに対し、現在歯科診療所は医療機関数

で概ね 8 割を超えるレセプト電子請求を行っているが、主に

CD 等による電子媒体請求であり、レセプトオンライン請求は

20％に満たない状況である。国は医療等分野の ICT 化の推

進として、マイナンバー制度のインフラと医療保険の既存イン

フラを組み合わせた「オンライン資格確認」（資格喪失後受診

の防止になり、正確な医療情報による適切な医療費請求が

可能となる仕組み）等の構築を目指している。構築にあたり、

マイナンバーカードの利用や医療等 ID の発行など、整理す
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べき課題が山積しているがこれまでのアナログ対応が ICT 化

へ様変わりすることも予想されることから、歯科の進むべき方

向を的確に示すことが重要と考えている。 

■各論 

○医療 ICT の目標 

（ア）多職種連携を進めるために診療所、病院、歯科診療所、

調剤薬局の所有する電子化された医療情報をネットワークで

つなぐ、それが「医療情報等連携ネットワーク」で、地域包括

ケアシステム構築の基盤の一つとなる。 

（イ）EHR〈electric health record〉の構築 

生涯を通じた医療等情報をデータベース上に保存し、個

人の健康増進や医療の質向上につなげる。医療圏を超えた

情報連携が今後の目標となる。（レセプトデータベースとがん

登録データベースの連携による長期治療の解析等） 

（ウ）電子化された医療等情報の利活用（ナショナルデータベ

ース等） 

 国の施策としての活用（地域保健医療計画等策定への活

用、医学研究、医療費の効率化や削減）をはじめ、民間にお

ける利活用の推進を進めていくことになる。 

○番号制度と医療情報の共有化との関係 

番号制度とは個人情報を紐づける手段である。利用機関

によってシステムが異なる中、連携基盤としての番号制度の

普及により、全国規模のネットワーク構築が進むことにより医

療情報の突合が容易となり、長期追跡性の向上につながる。  

何より効率的な医療提供体制の構築により、重複検査・投

薬等の防止に繋がる。2016 年 5 月 11 日の経済財政諮問会

議で、安倍首相は社会保障について「医療・介護分野におけ

る徹底的な見える化を行い、給付の実態や地域差を明らかに

することにより、より効果的で効率的な給付を実現していく」と

述べ、塩崎厚労相に対し、「医療・介護のレセプトデータを全

国的に連結して社会保障費を効率化していくための具体案

をまとめ、諮問会議で報告するように指示した。厚労省は今

後、具体案の検討に取り掛かることになる。医療情報の共有

化を推進させるにはシステムネットワーク環境の整備が必須

であり、医療等情報の標準化とともに医療関係者のインセン

ティブ（病院完結型からの転換）が重要となる。 

○医療等情報の標準化 

  これは EHR の構築が大きな目標である。厚労省の「歯科

診療情報の標準化に関する実証事業」では、大規模災害時

における歯科所見を用いた効果的な身元確認を目標に実施

されているが、平時における歯科診療情報の活用の検討も目

的に入っている。標準化作業は喫緊の課題であり、地域包括

ケアシステムにおいても優先課題となる。歯科レセコンベンダ

が、標準化された医療情報を搭載したソフトに入れ替えるタイ

ムスケジュールも厚労省との調整の上、早期に示されていく

べき事項と考える。短期的には、システムの違うベンダ間にお

いても連携に必要な項目のみを標準化することで、情報連携

ネットワーク構築に対応できる。MEDIS で行われている厚生

労働省標準規格である ICD10 対応標準病名マスターや標準

歯科病名マスターと連動した対応が必要である。 

 ○歯科における情報連携に必要な事項 

これまで述べたことから歯科における情報連携には、 

・歯科診療情報の標準化 

・レセプトオンライン請求 

・HPKI カードの整備 

・医療等 ID への具体的対応 

などが必要と考える。 
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